
事業形成ファンド

アフリカ向け廃棄物管理のための事業形成ファンド

◼ 世界銀行等の廃棄物管理インフラプロジェクトへの橋渡しを行うため、プロジェクト要請書の作成支
援等の予備調査を行うシーズファンドを設立（R6年度補正予算10億円を措置）。

◼ 事業形成の初期段階から日本の優れた技術・インフラ整備等を盛り込み、我が国循環産業のインフラ輸出
機会を創出。世界銀行等国際資金も活用した廃棄物インフラプロジェクトの形成を促進し、公衆衛生

を改善。
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1.申請

廃棄物管理プロジェクト
（150-200億円/件規模）

廃棄物管理の規制・ガバナンス体制の構築
廃棄物管理法令整備・資金メカニズム整備
組織体制強化・運営等能力開発

廃棄物管理インフラ整備
収集運搬システム、分別・リサイクル施設
廃棄物発電等中間処理施設
メタン抑制(福岡方式)処分場等

廃棄物管理インフラ整備のシーズファンドを立ち上げ、（R6年度補正により10億円を措置）、廃棄物調査
や事業・資金スキーム等を検討する予備調査、及びプロジェクト要請書の作成を支援。国際開発金融機関等への
プロジェクトへの橋渡しを行うことにより、大規模な廃棄物管理インフラ整備への資金を効果的に動員。、
廃棄物インフラのアフリカへの展開の機会を創出。
今年のACCP第4回全体会合と併せて設立イベントを開催予定。全体会合参加者に加え、世銀幹部の
招聘を調整中。

◼ ACCPはアフリカ最大規模の廃棄物管理のためのプラットフォームに成長し、知見の共有や認識の向上等の役割
を果たしているものの、実社会の課題解決に至った具体的プロジェクトは限定的。

◼ 資金ニーズが高まる一方で、具体プロジェクト形成に必要な人的リソースの不足、実施のための資金リソース
の不足が顕在化、適切な事業形成が十分に進んでおらず、日本政府のみでは対応が困難。また、依然として廃
棄物管理の優先度が高まっていない国・都市も存在する。

◼ 具体的な事業を通じ公衆衛生を改善するためには、事業形成の初期段階からの関与により事業内容を改善を支
援し、プロジェクト要請を促進することが重要。世界銀行等国際開発機関の資金を活用した廃棄物管理事業と
して組成することにより、具体的な廃棄物管理インフラ整備を推進する。

の要請促進によりプロジェクト
国際資金も活用した廃棄物インフラプロジェクト形成のためのプログラムを新設する。
具体的には、当該国・都市の廃棄物関連データの調査及び事業・資金スキームを検討するための予備調査を実施し、政府・自治体等との調整を行い、プロジェクト提案書の作成支
援を行うことで、国際開発機関等へのプロジェクト要請を促進する。
当該提案書に日本の優れた技術・インフラ整備等を盛り込むことにより、我が国循環産業のインフラ輸出機会を創出する。

廃棄物管理インフラ整備のシーズファンド・スキーム
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ファンドの名称が統一されていない。

各機関のファンド活用予定が読んでも全くわか
らないためこれなら削除し、予備調査によって
何がかわるのかを記載すべき

予備調査を通じ、廃棄物プロジェクト提案に必要なデー
タや事業スキームを政府・自治体等との調整しつつ、実
施内容を改善｡提案書作成等支援し国際開発機関等への
プロジェクト要請を促進。
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